
 

 

 

令和５年度国民健康保険事業費会計歳出 第１款２項３目12(1)健診その他委託料 

 

 

受付 

 

番号 

 

  種目番号 

       

      －   

       

 

 【委託担当】 

  健康福祉局保険年金課 

 担当者 小井戸 

TEL（６７１）４０６７ 

FAX（６６４）０４０３ 

 

 

設     計     書 

 

 

 １  委託件名           令和５年度特定保健指導利用券作成及び封入封緘業務委託    

 

 

 ２ 納入場所             別紙仕様書のとおり                                 

 

 

 ３  履行期間（期限）     令和５年４月１日から令和６年３月31日             

 

 

 ４ 契約区分            □確定契約   ■概算契約 

 

 

 ５ その他特約事項      「委託契約約款」及び「電子計算機処理等の契約に関する情報   

   

                         取扱特記事項」並びに「個人情報取扱特記事項」による        

 

 

 ６ 現場説明             不要                                                     

 

 

 ７ 委託概要             別紙仕様書のとおり                                       

 

 

 



 

 

８ 部分払 

    す る  （11 回以内） 

    しない 

部 分 払 の 基 準            

 
履 行 

予定月 

数  量 

（概算数量） 
単 位 単 価 

金  額 

（概算金額） 

・利用券作成業務 

・利用券封入封緘業務 
５月 

(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 ６月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 ７月 
(  550 ) 

(  500 ) 
件   

同上 ８月 
(  50 ) 

(  0 ) 
件   

同上 ９月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 10月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 11月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 12月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 １月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 ２月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

同上 ３月 
(  1,750 ) 

(  1,700 ) 
件   

※単価及び金額は消費税及び地方消費税相当額を含まない金額 

※概算数量の場合は、数量及び金額を（ ）で囲む。 

 



 

 

 

   委託代金額 

 

   (概算金額)          円 

  

 

   内 訳            業務価格 

                      (概算金額)                   円  

 

                     消費税相当額 

                     （概算金額）                     円  



 

 

内 訳 書 

 

名    称 

 

形状寸法等 

 

数 量 

 

単位 

 

単 価 

  （円

） 

 

金 額 

   （円） 

 

摘 要 

特定保健指導利用券の

作成 

別紙仕様書

のとおり 
( 16,350 ) 件  

 
 

 

特定保健指導利用券の

封入封緘 

別紙仕様書

のとおり 
( 15,800 ) 件  

 
 

 

 
       

 
 

        

 
 

 

      
  

 
 

      
  

 
 

        
 

 

        
 

 

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

仕  様  書 

 委託業務名  令和５年度特定保健指導利用券作成及び封入封緘業務委託 

 履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月31日まで 

 履行場所   健康福祉局保険年金課 

 委託業務内容 
 

 

 

 

１ 「特定保健指導利用券」の作成 

 

２ 「特定保健指導利用券」等の封入封緘 

 

３ 処理件数表の作成 

 

４ 成果品の納入 

 

５ 支給品在庫数量の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任担当者氏名 氏  名 電話番号 所    属 

委託者 高橋 明弘 045(671)4067 健康福祉局生活福祉部保険年金課 

受託者    



 

 

 支給品及び貸与品（入力帳票・データ等含む）  

 （引渡場所） 

   横浜市健康福祉局生活福祉部保険年金課（横浜市中区本町6-50-10 横浜市庁舎 16階） 

 （返還場所） 

   横浜市健康福祉局生活福祉部保険年金課（横浜市中区本町6-50-10 横浜市庁舎 16階） 

支・貸

別 
品     名 数量 引渡時期 返還時期 

支 特定保健指導利用券 

処理日程表のとおり 

支 特定保健指導の案内用紙 

支 保健指導事業者案内用小冊子 

支 受診勧奨チラシ 

支 利用案内チラシ 

支 送付用封筒 

貸 特定保健指導利用券データ（ＤＶＤ－ＲＷ）（正・副） 

貸 
特定保健指導利用券データ（ＤＶＤ－ＲＷ）※同時実施分 

（正・副） 

 

 

 

契約目的物納入内訳  

品    名 数 量 納入時期 納 入 場 所 

特定保健指導利用券 

処理日程表のとおり 

処理件数表 

 

 



 

 

 支給品、貸与品及び成果品の授受上の留意事項 
 

 

１ 支給品の引き渡しが受託者の代行者による場合、「委託契約約款」第１２条第３項による

受領書の提出以前に電話等で速やかに委託者に連絡するものとする。 

２ 個人情報が記載されたもの及び横浜市公印規則に規定された公印が押印された又は刷り込

まれたものを搬送する場合は、施錠可能な貨物室を装備した輸送車を使用し、貨物室を施錠

すること。 

 

 

 部分払の方法 
 

 

１ 各月の引き渡し完了分に対して支払う。 

２ 委託代金内訳に掲げる契約目的物の単価に引き渡し完了分の数量を乗じて得た金額に消 

  費税相当額を加算した額を支払う。その金額に１円未満の端数が生じたときは、各項目に 

おいてその端数を切り捨てる。 

 

 

 複写・複製の禁止の解除 
 

 

   必要が生じたときは、委託者の主任担当者の指示を受けるものとする。 

 

 

 廃棄の指示 
 

 

「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」第９条を遵守すること。 

また、誤字及び汚損分等の生じたときは、その都度委託者の主任担当者の指示に従うこと。 



 

 

 検査の時期・場所・方法  

 

１ 時期 

各回の作成時 

２ 場所 

帳票等の出力場所及び納入場所 

３ 方法 

契約目的物の全件について、指示された処理が行われているか検査する。 

ただし、大量件数の出力帳票の場合は抽出検査に代えるものとする。 

 

 

 防災保管庫への保管、別施設への保管又はそれと同程度の保管を必要とするもの  

 必要が生じたときは、委託者の主任担当者の指示を受けるものとする。 

名   称 数量 期  間 保管方法及び保管場所 

特定保健指導利用券データ（ＤＶＤ－ＲＷ） ２ 

印字作成に要す

る期間 

電子計算機処理等の契

約に関する情報取扱特

記事項第２条に基づき

適正に管理すること 
特定保健指導利用券データ（ＤＶＤ－ＲＷ） 

※同時実施分 
２ 

 

 

 データ保護上の留意事項（含・安全対策） 
 

「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」を遵守すること。 

 

 

個人情報の保護 
 

  「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 
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 別 紙  

令和５年度特定保健指導利用券の作成及び封入封緘業務委託等仕様書（詳細版） 

 

１ 概要 

  受託者は、プログラムを作成し、横浜市が提供する被保険者データを用いて電算印字を行う。また、印

字した帳票の裁断及び裁断した帳票の一部を除き封入封緘を行い、処理件数表とともに郵便局及び

健康福祉局保険年金課に搬入する。 

  なお、印字及び封入封緘処理は、令和５年５月から翌年３月までの間、月次で実施する（全 11 回）。

処理日程表は、別途呈示するものとし、被保険者データを、毎月 13 日前後、発送日を毎月 24 日前

後に予定する。 

 

２ 委託の内容及び数量 

 (1) 特定保健指導利用券の印字・裁断（令和５年５月～翌年３月まで） 

    16,350 件（概算）  

 (2) 特定保健指導利用券の封入封緘 （令和５年５月～翌年３月まで）※８月分を除く 

    15,800 件（概算）  

 (3) 処理件数表の作成 

    11 件 １か月あたり１件 

 

３ 特定保健指導利用券の作成 

  横浜市総務局住民情報システム課が作成するデータにより、横浜市が支給するストックフォーム（うぐ

いす色）に指定項目（可変）を印字し、特定保健指導利用券を作成する。 

また、印字した特定保健指導利用券を、裁断のうえ単票形態にする。なお、支給する「特定保健指導

利用券データ（ＤＶＤ－ＲＷ）※同時実施分（正・副）」については印字・裁断した特定保健指導利用券

を整理番号順に単票形態で納品する。（納品物の梱包形態については別途協議する。） 

 (1) 受け渡しデータ、外字の仕様等について 

  ア 使用フォント 

   (ｱ) １バイトコード･･･ＥＢＣＤＩＣ 

   (ｲ) ２バイトコード･･･ＪＥＦ漢字コード 

   (ｳ) 拡張フォント ･･･ＪＥＦＥＸＥ０１、ＪＥＦＣＢＣＤ 

   (ｴ) 外字フォント ･･･横浜市独自（横浜市からフォントを提供します） 

  イ 情報交換媒体･･･ＤＶＤ－ＲＷ 

   ＤＶＤ－ＲＷの規格及び記録方法 

サイズ 12ｃｍ 

記憶容量 4.7GB（片面１層） 

論理フォーマット 
UDF 

（UDF2.01 を基本とする） 

レコード形式 業務要件による 

書き込み方式 パケットライト方式 

文字コード ＥＢＣＩＤＩＣコード及びＪＥＦ漢字コード 

ファイル名 業務要件によるが 8.3 形式が互換性の観点から望ましい 
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※ ハードウェア 

      「富士通ＦＡＣＯＭ ６４７６Ｋ４」の同系機 

    ※ ソフトウェア 

      上記ハードウェアをサポートするＯＳ 

  ウ 横浜市ホストコンピュータ 

    富士通製ホストコンピュータ ＧＳ２１／４００ 

  エ 項目詳細 

    別添１「ファイルデータ領域定義」のとおり 

 

 (2) 印字データの貸与 

  ア ＤＶＤ－ＲＷは処理ごと（「特定保健指導利用券データ※通常分」及び「特定保健指導利

用券データ※同時実施分」）に、２枚（正副各１枚ずつ）貸与する。 

  イ データの内容 

   (ｱ) 被保険者１人につき１レコードのテキストファイルとする。 

     なお、特定保健指導利用券は、１レコードにつき１枚作成する。 

   (ｲ) １レコードは、「宛名情報」及び「利用券情報」の２つで構成する。 

   (ｳ) ＤＶＤ－ＲＷ内のデータは、整理番号順（※）にソートして提供する。 

    ※ 被保険者ごとにユニークとなる。「00001」からの連番。 

なお、「特定保健指導利用券データ※通常分」の整理番号は、受診勧奨区分 ＞ 利

用案内区分 ＞ 郵便区番号(*) ＞ 被保険者証番号 ＞ 識別番号の順に、あ

らかじめ横浜市で付番している。 

     (*) 郵便番号上３桁部分（XXX-XXXX） 

  ウ 印字項目等について 

   (ｱ) 別添２「出力項目定義一覧書」のとおり、指定項目を印字する。 

   (ｲ) 出力項目の印字位置については、スペーシングチャート（別添３）のとおりとする。 

   (ｳ) あて名部分の下部に、カスタマーバーコード（※）を出力する。 

    ※ 郵便番号及び住所漢字・方書の内容から、郵便用カスタマーバーコードを生成し

て出力すること。 

 

４ 特定保健指導利用券の封入封緘 

 (1) 封入封緘 

   「特定保健指導利用券データ※通常分」により、印字、裁断した特定保健指導利用券は、同

封物（※）各１点とともに窓空き封筒に１枚ずつ封入し封緘する。なお、受診勧奨者（受

診勧奨区分が「１」である者）及び利用案内者（利用案内区分が「１」である者（※5,6,7

月処理分のみ））には封入物を追加する。また、封入封緘を行う際は、バーコードやＯＣＲ

カメラチェック等の機械的な方法により同封物の確認を行い品質管理に努めること。 

   なお、業務に用いる窓空き封筒、同封物はいずれも横浜市が別途支給する。 

 

 

ファイル暗号化 
暗号化する場合は、アタッシェケース（現在のバージョ

ンは 2.75）を使用。拡張子は.atc 

注意事項 パソコン（windows 等）の改行コードを入れないこと 
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  ※ 同封物について 

必ず同封する物 

   ①特定保健指導の案内用紙（Ａ４巻き三つ折り） 

②保健指導事業者案内用小冊子【特定保健指導のご案内】（182 ㎜×102 ㎜の小冊子） 
 

対象者・対象時期に追加して同封する物 

   ③受診勧奨チラシ（Ａ４巻き三つ折り、クリーム色。受診勧奨者にのみ同封） 

   ④利用案内チラシ（縦 99 ㎜、横 205 ㎜、白色。利用案内者にのみ同封）※5,6,7 月分の

み同封 

 

 (2) 仕分け 

   封入封緘された成果品は、次のとおり仕分けする。 

  ア ソート 

    成果品は、整理番号順にソートする。 

  イ 箱詰めに係る留意点 

   (ｱ) ダンボールの仕様 

     封入封緘した封筒を左右２列に詰められるよう、受託者が納品用のダンボールを作

成する（金属等を使用しないこと）。 

 
 
                          
 
 
   
 
 
 
 
 
 

        ※ あて名面が手前 

  

  (ｲ) 留意点 

    ① 封筒は、整理番号の小さいものから、箱の左手前→左奥→右手前→右奥の順に並

べる。 

    ② 納品後に引抜作業を行うため、封筒が容易に引き抜ける程度の余裕をもたせた数

量を詰める。 

    ③ 一箱に詰める数量が少量であるために箱内に隙間が生じる場合は、適当な緩衝材

を詰め、封筒が箱内で動かないようにする。緩衝材は、紙素材とすること。 

    ④ 箱の側面（封筒のあて名側）に、内容物を示したラベルを次のように貼付する。 

 

 

幅  … 封筒を左右２列に並べられ、

封筒を容易に引き抜ける程度

の幅を確保する。 

奥行 … 550 ㎜程度とする。 

高さ … 120 ㎜程度とする。 

※ 左右２列の間に間仕切りを設け、

左列と右列の封筒が混ざらないよ

うにする。 

  

ラベル 
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                       ※ ラベルには、次の項目を記載すること 

                        ・ 帳票名     ・ 整理番号 

                        ・ 納品年月    ・ 郵便区番号 

・ 箱数（何箱中の何箱目か） 

 

 

５ 処理件数表の作成 

  処理（「特定保健指導利用券データ※通常分」か「特定保健指導利用券データ※同日実施分」

か）、郵便区番号、受診勧奨判定区分別に作成件数を集計し、全市分の処理件数表を作成する。 

なお、処理件数表に用いるストックフォームは、受託者が用意する。 

費用に関しては上記３に含めることとする。 

 

６ 成果品の納品 

  成果品等は、各納品日の 10 時までに横浜港郵便局に搬入し、搬入先で健康福祉局保険年金

課へ引き渡すこと。また、処理件数及び納品箱数について、納期の１営業日前までに健康福

祉局保険年金課に報告すること。 

 

７ 支給品在庫数量の報告 

  支給品の在庫数量について、納品処理終了後すみやかに健康福祉局保険年金課に報告する

こと。また、在庫については別途健康福祉局保険年金課の指示に基づき廃棄又は指定の納品

場所へ納品すること。 

 

８ その他 

 (1) 作業中に印字後の特定保健指導利用券の破損、汚損等が生じた場合は、該当個所の再作

成（リプリント）を行い納品する。 

   なお、再作成を行う場合には、健康福祉局保険年金課に該当個所等を連絡するとともに、

破損、汚損等が生じた特定保健指導利用券を健康福祉局保険年金課に提出すること。 

 (2) 本委託処理において、被保険者の異動等による作業後の成果品の引き抜きは行わない。 

 (3) カスタマーバーコードについては、契約決定後に受託者がテスト品を郵便局に提示し、

検査を受けること。検査を受ける郵便局は、横浜市が別途指示する。 

 (4) 落札後、作業工程及び業務スケジュール表を任意の様式で提出すること。 

 (5) 支給帳票残部については、契約期間終了後、委託者の指示に基づき、受託者の負担にお

いて指定場所へ納品又は廃棄（焼却処分）すること。 

 (6) 各処理前に印字及び封入封緘テストを実施する。テストは合格するまで何度でも行う。

このテスト品作成にかかる経費は受託者が負担する。日程等の詳細については契約決定後

別途協議する。 

 (7) 成果品等の搬送は、施錠可能な貨物室を整備した輸送車で行い、紛失や盗難に十分に注

意すること。 

 (8) 仕様書に記載のない事項については、別途委託者と協議すること。 

 
特定保健指導利用券（ 年 月納品） 

〒XXX～〒XXX 
整理番号 @@@@@ ～ @@@@@ 

３／８ 



横浜市　新国保プロジェクト

ファイルデータ
領域定義

業者渡し利用券データ REC BYTE

属 桁

業者渡し利用券データ GYORIY-REC

宛名情報 GYORIY-ATENA

区コード GYORIY-A-KUCD

整理番号 GYORIY-A-SEIRINO ※全市の 00001 からの連番

区内外区分 GYORIY-A-KUKBN  1:区外住所　2:区内住所

郵便番号 GYORIY-A-POSTNO (例)XXX-XXXX

住所文字数 GYORIY-A-JSMOJI ※オーバーフロー判定用(ZEROの場合有(住所地特例かつ送付先無等))

住所漢字 GYORIY-A-JUSHO 市内住所の場合:｢横浜市｣から編集

市外住所の場合:都道府県名から編集

方書漢字 GYORIY-A-KATA

送付先氏名文字数 GYORIY-A-SMMOJI  ※ZEROの場合有(氏名漢字外字｢！｣有等)

送付先氏名漢字 GYORIY-A-SMKJ

利用券情報 GYORIY-JUSIN

利用券交付日 GYORIY-KFYMD

利用券作成日 GYORIY-CRYMD

利用券整理番号 GYORIY-RIYNO ※利用券交付年度(下2桁)+特定保健指導区分(1桁)+｢9｣+連番(7桁)

受診券整理番号 GYORIY-JSNNO ※受診券交付年度(下2桁)+固定値｢19｣+対象区分ｻｲﾝ(1桁)+連番(6桁) 

被保険者証番号 GYORIY-SYONO

個人番号(個人識別番号) GYORIY-KJSBCD RA02047 追加

被保険者氏名文字数 GYORIY-SMMOJI ※ZEROの場合有(氏名漢字外字｢！｣有等)

被保険者氏名漢字 GYORIY-SMKJ

生年月日 GYORIY-BORN

性別 GYORIY-SEX 1:男　2:女

有効期限 GYORIY-LMTYMD

特定保健指導区分 GYORIY-TKHKKBN 2:積極的支援 3:動機付け支援

受診勧奨区分 GYORIY-JSNKNKBN 1:受診勧奨 △:なし

利用案内区分 GYORIY-RIYANKBN 1:新受診券有 △:なし

余白 FILLER RA02047 修正

1

05 341 12 10 X 12 10

10 340 1 X

1

10 339 1 X 1

10 338 1 X

1

10 330 8 9 8

10 329 1 X

8

10 271 50 N

10 321 8 9

10 259 8 9

10 269 2 9

10 237 11 X

10 248 11 X

10 221 8 9

10 229 8 9

10 171 50 N

05 221 G

10 169 2 9

10 119 50 N

10 17 2 9

10 19 100 N

10 8 1 X

10 9 8 X

10 1 2 X

10 3 5 X

05 1 220 G

01 G

項 目 名

LENGTH

USAGE
OCCUR

S
レ ベ ル 番 号

350

PIC
デ ー タ 名

桁位
置

BYTE
数

ファイル名 COPY 句 RPGYORIY BLOCK 67

変更者 石 井 達 也 変更日 令和2年10月30日 ページ － 1 / 1

特 定 健 診 サ ブ シ ス テ ム 作成者 荒 尾 晃 行 作成日 平成22年12月20日

内 容 説 明

ドキュメント番号 －

2

5

1

8

2

2

25

8

8

11

50

25

2

11

8

2

25

10 267 2 9



行 文字属性 項目名 属 桁

1 通知年月日 3 Ｎ 利用券交付日 9 8 　和暦で印字する。「令和NN年△N月△N日」というイメージ

2 作成年月日 3 Ｎ 利用券作成日 9 8 　末尾に「△作成」を付加して、和暦で印字する。「令和NN年△N月△N日△作成」というイメージ

3 整理番号 5 X 整理番号 X 5

4 郵便番号 6 X 郵便番号 X 8 　「XXX－XXXX」の形式で出力（先頭に「〒」はつけない）。　※SPACEの場合あり

あて名住所 住所漢字 Ｎ 50

あて名方書 方書漢字 Ｎ 25

6 あて名氏名 10 Ｎ 送付先氏名漢字 Ｎ 25 　末尾に「△様」を付加して、右詰で印字する。　※「送付先氏名文字数」が０文字の場合、SPACEとする

7 カスタマーバーコード 12 Ｎ － － － 　郵便番号と「住所漢字」及び「方書漢字」の内容から郵便用カスタマーバーコードを生成して出力する

8 発行局課（区役所名） 6 Ｎ 区コード X 2 　区コードに対応する区役所名を印字する（パラメタ①参照）

9 発行局課（課・係名） 7 Ｎ 区コード X 2 　区コードに対応する課・係名を印字する（パラメタ①参照）

10 発行局課（区役所郵便番号） 8 Ｎ、X 区コード X 2 　先頭に「〒」を付加して、区コードに対応する区役所郵便番号を印字する（パラメタ①参照）

11 発行局課（区役所住所） 9 N 区コード X 2 　区コードに対応する区役所住所を印字する（パラメタ①参照）

12 発行局課（区役所電話番号） 10 X 区コード X 2 　先頭に「TEL」を付加して、区コードに対応する区役所電話番号を印字する（パラメタ①参照）

13 発行局課（区役所FAX番号） 11 X 区コード X 2 　先頭に「FAX」を付加して、区コードに対応する区役所FAX番号を印字する（パラメタ①参照）

14 お問い合わせ番号 16 N 被保険者証番号 9 8 　

15 枝番（個人識別番号） 16 N 個人番号（個人識別番号） 9 2 「NNNNNNNN（枝番）NN」というイメージ

16 交付年月日 22 Ｎ 利用券交付日 9 8 　和暦で印字する。「令和NN年△N月△N日」というイメージ

17 利用券整理番号 24 N 利用券整理番号 X 11

18 受診券整理番号 26 N 受診券整理番号 X 11

19 対象者氏名 28 N 被保険者氏名漢字 Ｎ 25 　※「被保険者氏名文字数」が０文字の場合、SPACEとする

20 性別 30 N 性別 X 1 　１：男、２：女

21 生年月日 32 Ｎ 生年月日 9 8 　和暦（漢字）で印字する。「昭和NN年△N月△N日」というイメージ

22 有効期限 36 N 有効期限 9 8 　和暦で印字する。「令和NN年△N月△N日」というイメージ

23 特定保健指導区分 41 N 奨励期限 Ｎ 6 　２：積極的支援△、３：動機付け支援

24 保険者連絡先（区役所名、課・係名） 50 N 区コード X 2 　区コードに対応する「区役所名」、「課・係名」の順に印字する（パラメタ①参照）

25 保険者連絡先（区役所郵便番号・住所） 51 N、X 区コード X 2 　先頭に「〒」を付加して、区コードに対応する「区役所郵便番号」、「区役所住所」の順に印字する（パラメタ①参照）

26 保険者連絡先（区役所電話番号） 52 X 区コード X 2 　先頭に「TEL」を付加して、区コードに対応する区役所電話番号を印字する（パラメタ①参照）

27 保険者連絡先（区役所FAX番号） 53 X 区コード X 2 　先頭に「FAX」を付加して、区コードに対応する区役所FAX番号を印字する（パラメタ①参照）

28 保険者番号 56 N 区コード X 2 　区コードに対応する保険者番号を印字する（パラメタ②参照）

　出力時留意事項等
出力位置等

7～9 Ｎ
　・住所漢字が25文字以内の時　…　７行目に住所漢字、８行目に方書漢字を印字する。
　・住所漢字が26文字以上の時　…　７，８行目に住所漢字、９行目に方書漢字を印字する。
　　※　「住所文字数」が０文字の場合は、ALL SPACE　とする。

利用券情報

利用券情報

あて名情報

データ
項目名NO.

5

●別添２ 利用券出力項目定義書

※ 別途指定がない限り、左詰めで出力する。



パラメタ①

横浜市瀬谷区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 246-0021 横浜市瀬谷区二ツ橋町１９０△△△△△

83 横浜市都筑区役所△△△

90 横浜市戸塚区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 244-0003

89 横浜市栄区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△ 247-0005

045(948)2334～35保険年金課保険係△△△△ 224-0032 045(948)2339

横浜市緑区寺山町１１８△△△△△△△ 045(930)2341△△△ 045(930)2347

横浜市泉区和泉中央北５－１－１△△△ 045(800)2425～26 045(800)2512

横浜市都筑区茅ケ崎中央３２－１△△△

80 横浜市港北区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 222-0032 横浜市港北区大豆戸町２６－１△△△△ 045(540)2349△△△ 045(540)2355

70

横浜市青葉区市ケ尾町３１－４△△△△ 045(978)2335△△△ 045(978)2417

81 横浜市緑区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△ 226-0013

横浜市金沢区泥亀２－９－１△△△△△横浜市金沢区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 236-0021

横浜市旭区鶴ケ峰１－４－１２△△△△ 045(954)6134△△△ 045(954)5784

045(788)7835～36 045(788)0328

保険年金課保険係△△△△ 240-0001 横浜市保土ケ谷区川辺町２－９△△△△ 045(334)6335△△△ 045(334)6334

41 横浜市港南区役所△△△

横浜市磯子区磯子３－５－１△△△△△ 045(750)2425～27 045(750)2545

51 横浜市旭区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△ 241-0022

横浜市南区浦舟町２－３３△△△△△△ 045(341)1126△△△ 045(341)1131

045(320)8425～26 045(322)2183

横浜市中区日本大通３５△△△△△△△ 045(224)8315～16 045(224)8309

横浜市港南区港南４－２－１０△△△△ 045(847)8425～26 045(845)8413

特定保健指導利用券（パラメタ）

00 横浜市鶴見区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央３－２０－１△△ 045(510)1807～09 045(510)1898

現 住 所

[区コード]

項番８・２４

発行局課・保険者連絡先
（区役所名）

項番１２・２６

発行局課等
（区役所電話）

項番９・２４

発行局課・保険者連絡先
（課・係名）

項番13・27
発行局課等
（区役所FAX）

10 横浜市神奈川区役所△△ 保険年金課保険係△△△△ 221-0824

項番１１・２５

発行局課・保険者連絡先
（区役所住所）

項番10・25

発行局課等
（区役所〒)

20

045(367)5725～26 045(362)2420

横浜市栄区桂町３０３－１９△△△△△ 045(895)0115

横浜市戸塚区戸塚町１６－１７△△△△ 045(866)8450△△△

045(894)8425△△△

045(871)5809

91

横浜市西区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△ 220-0051 横浜市西区中央１－５－１０△△△△△

横浜市神奈川区広台太田町３－８△△△ 045(411)7124△△△ 045(322)1979

232-0024

30 横浜市中区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△

40 横浜市南区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△

231-0021

保険年金課保険係△△△△ 233-0003

60 横浜市磯子区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 235-0016

82 横浜市青葉区役所△△△ 保険年金課保険係△△△△ 225-0024

88 横浜市泉区役所△△△△ 保険年金課保険係△△△△ 245-0024

50 横浜市保土ケ谷区役所△



特定保健指導利用券（パラメタ）

 パラメタ②  項番28「保険者番号」で使用する。

出力する文字

82 １４４１７０

区コード 出力する文字

00 １４４０１４ 50 １４４０７１

20 １４４０３０

30 １４４０４８ 70 １４４１０５

出力する文字 区コード

10 １４４０２２ 83

区コード

１４４１８８51 １４４０８９

60 １４４０９７ 88 １４４１６２

90 １４４１３９

89 １４４１５４

41 １４４０６３ 81 １４４１２１ 91 １４４１４７

40 １４４０５５ 80 １４４１１３
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 1

2 2

3 通知年月日 ＮＮＮＮ １１ ＮＮ ＮＮＮ 3

4 作成年月日 ＮＮＮＮ １１ ＮＮ ＮＮＮ△ＮＮ 4

5 XXXXX  5

6 XXX8XXXX  ＮＮＮＮ Ｎ １１ ＮＮＮＮ 6

7 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ２５ ＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ Ｎ ＮＮＮＮ Ｎ １２ ＮＮＮＮＮ 7

8 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ２５ ＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ Ｎ Ｎ XXX8XXXX 8

9 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ２５ ＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ Ｎ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ １８ ＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮ 9

10 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ Ｎ２７ Ｎ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮ△ XXX XXXXX15XXXXXＮXX 10

11 XXX XXXX9XXXX 11

12 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮ ２３ ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮ 通知書番号 XXXX11XXXXX 12

13 13

14 14

15 15

16 XX８ XXXX(枝番)XX 16

147 147

18 18

19 19

20 20

21 21

22 交付年月日 ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮＮ△ 22

23 23

24 Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ 11Ｎ ＮＮ Ｎ 24

25 25

26 Ｎ Ｎ ＮＮ 11Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ 26

24 24

28 Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ Ｎ Ｎ 25Ｎ Ｎ Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ 28

29 29

30 Ｎ 30

31 31

32 Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ 11Ｎ ＮＮ Ｎ 32

33 33

34 34

35 35

36 Ｎ Ｎ ＮＮ 11Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ 36

37 37

38 38

39 39

40 40

41 Ｎ Ｎ ＮＮ Ｎ Ｎ 41

42 42

43 43

44 44

45 45

46 46

47 47

48 48

49 49

50 ＮＮＮＮ Ｎ １１ ＮＮＮＮ△Ｎ １２ ＮＮＮＮＮ 50

51 Ｎ XXX8XXXX ＮＮＮＮ ＮＮＮＮ １８ ＮＮ ＮＮＮＮ ＮＮ 51

52 XXX XXXX15XXXXXXＮXX 52

53 XXX XXXX9XXXX 53

54 54

55 55

56 Ｎ Ｎ Ｎ Ｎ Ｎ Ｎ 56

57 57

58 58

59 59

60 60

61 61

62 62

63 63

64 64

65 65

66 66

67 67

68 68

69 69

70 70

71 71

72 72

73 73

74 74

75 75

76 76

77 77

78 78

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

1 1

5 6 7 8

3 3

1 2 3 4

2 2

9 10

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

1 2 3 4 5 6 7 8

変更日

9 10

帳

票

名

横浜市国民健康保険特定保健指導利用券（表面）

作成者 作成日

変更者

横 浜 市 国 民 健 康 保 険 特 定 保 健 指 導 利 用 券

利 用 券 整 理 番 号

神奈 川県国民健康 保険団体連合 会

横 浜 市

区役所へ問い合わせの際はこの番号をお伝えください

受 診 券 整 理 番 号

対 象 者 氏 名

性 別

生 年 月 日

有 効 期 限

特定保健指導区分

窓口での自己負担額 無 料

保

険

者

等

連 絡 先

保険者番号・名称

契約とりまとめ機関名

支 払 代 行 機 関 番 号

支 払 代 行 機 関 名

９ １ ４ ９ ９ ０ ２ ０

発
行
局
課

※特定保健指導のご利用前に、 裏面の注意事項をご確認ください。
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16 16

147 147
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20 20
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25 25
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29 29
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35 35
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帳

票

名

横浜市国民健康保険特定保健指導利用券（表面）

作成者 作成日

変更者

7 8

変更日

1 2 3 4 5 6

13 13

11 11

12 12

9 9

10 10

3 4

7 7

8 8

5 5

6 6

3 3

4 4

2 2

9 10

1 1

5 6 7 81 2

横 浜 市 国 民 健 康 保 険 特 定 保 健 指 導 利 用 券

利 用 券 整 理 番 号

神奈 川県国民健康 保険団体連合 会

横 浜 市

区役所へ問い合わせの際はこの番号をお伝えください

受 診 券 整 理 番 号

対 象 者 氏 名

性 別

生 年 月 日

有 効 期 限

特定保健指導区分

窓口での自己負担額 無 料

保

険

者

等

連 絡 先

保険者番号・名称

契約とりまとめ機関名

支 払 代 行 機 関 番 号

支 払 代 行 機 関 名

９ １ ４ ９ ９ ０ ２ ０

発
行
局
課

※特定保健指導のご利用前に、 裏面の注意事項をご確認ください。
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1 2 6543

9 104 5 6 7

10987
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作

成

者

作

成

日

7

帳

票

名

横浜市国民健康保険特定保健指導利用券（裏面）

1 3

1

2

3

4

8

55

6

11

10

7

8

9

6

1

2

3

4

13 13

8

9

11

12

10

特定保健指導利用上の注意事項

１ 特定保健指導は、横浜市国民健康保険と契約している保健指導事業者で利用することができます。

２ 特定保健指導を利用するときには、この利用券・被保険者証またはマイナンバーカード※・特定健診の
結果を、事業者に提出してください。いずれかの提出がないと利用できませんので、御注意ください。
※ マイナンバーカードについては、保険証利用登録が必要です。また、実施医療機関がマイナンバーカ

ードに対応しているかをあらかじめ御確認ください。

３ 医療機関に受診中の場合、主治医に特定保健指導を利用しても良いかどうかを確認してください。

４ 特定保健指導は利用券に記載してある有効期限内に初回の利用をしてください。

５ 特定保健指導の利用料（自己負担）は無料です。窓口での支払はありません。

６ 特定保健指導の利用について、横浜市国民健康保険より、別途、通知や電話等にて御案内をさせていた
だくことがあります。

７ 特定保健指導の実施結果は保険者等において保存し、必要に応じ、健診・医療情報等とあわせて、横浜
市国民健康保険の保健事業や保健指導及び統計分析等に活用することがありますので、御了承の上、利用
願います。

８ 特定保健指導の結果のデータは、決済代行機関で点検されることがある他、国への実施結果報告として
匿名化され、部分的に提出されますので、御了承の上、利用願います。

９ 横浜市国民健康保険の被保険者の資格がなくなったときは、この券を使用して特定保健指導を利用する
ことはできません。

すみやかにこの券を被保険者証とともに、お住まいの区の区役所保険年金課保険係へお返しください。

10 特定保健指導の利用途中で横浜市国民健康保険の被保険者の資格がなくなった場合は、その時から特定
保健指導の利用はできません。すみやかに利用している特定保健指導機関に資格がなくなったことを連絡
してください。

11 不正にこの券を使用した場合は、刑法により詐欺罪として懲役の処分を受けることもあります。

12 この券の表面の記載事項に変更があった場合は、お住まいの区の区役所保険年金課保険係へお届けくだ
さい。記載事項を訂正した利用券と差し替えます。



【データの引き渡し及び納品場所】

健康福祉局保険年金課（中区本町6-50-10　横浜市庁舎　16階）

横浜港郵便局

９月

５月

６月

各月のデータ引き渡し日：13日前後を予定
　　　　　各月の納品日：24日前後を予定

２月

７月

８月

３月

12月

１月

10月

11月

別添４　処理日程表

特定保健指導利用券作成及び封入封緘業務　処理日程表

データ引き渡し 納　品



 - 1 - 

 



 - 2 - 



 - 3 - 



 - 4 - 



 - 5 - 



 - 6 - 



 - 7 - 



 - 8 - 



 - 9 - 



 - 10 - 



 - 11 -



個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 
 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持



ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先） 

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  

 



（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款

（以下「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等（開発、

運用、保守及びデータ処理等をいう。）の委託契約に関する横浜市(以

下「委託者」という。)が保有する情報（非開示情報（横浜市の保有する

情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第７条第

２項に規定する非開示情報をいう。以下同じ。）及び非開示情報以外

の情報をいう。以下同じ。）の取扱いについて、必要な事項を定めるも

のである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）

は、情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を遂行するた

めの情報の取扱いにあたっては、委託者の業務に支障が生じることの

ないよう、情報を適正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による業務に係る情報の漏えい、滅失、き

損及び改ざんの防止その他の情報の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

２ 受託者は情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、情報の

適正な管理を実施する者として管理責任者を選定し、委託者に通知し

なければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、電子計算機を設置する場

所、情報を保管する場所その他の情報を取り扱う場所（以下「作業場

所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び

管理責任体制について委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理

責任体制に関し、委託者が理由を示して異議を申し出た場合には、こ

れらの措置を変更しなければならない。なお、措置の変更に伴い経費

が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

（従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による業務に従事している者（以下「従事

者」という。）に対し、この契約による業務に関して知り得た非開示情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必要か

つ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除

された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による業務を遂行するために情報を収集す

るときは、当該業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務に係る情報を、当該業務を遂行する目的以外

の目的で利用してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除

き、この契約による業務を遂行するに当たって委託者から提供された、

非開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（以下、「非開示資料等」という。）を複写し、又は複製してはならな

い。ただし、契約による業務を効率的に処理するため受託者の管理下

において使用する場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合は、受託者は、複写又は複製した資料の名称、

数量、その他委託者が指定する項目について、速やかに委託者に報

告しなければならない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務を遂行するために委託者から貸与され、又は

受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料等を作業場所

の外へ持ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による業務を遂行するために得た非開示情

報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、

あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により非開示情報を取り扱う業務を

再委託する場合は、当該再委託を受けた者（以下「再受託者」という。）

の当該業務に関する行為について、委託者に対しすべての責任を負

うとともに、第１条第２項に定める基本的な情報の取扱いを再受託者に

対して課し、あわせて第２条の規定を再受託者に遵守させるために必

要な措置を講じなければならない。 

３ 受託者は、前項の再委託を行う場合は、受託者及び再受託者が特

記事項を遵守するために必要な事項及び委託者が指示する事項を再

受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、再受託者に対し、当該再委託による業務を遂行するため

に得た非開示情報を更なる委託等により第三者に取り扱わせることを

禁止し、その旨を再受託者と約定しなければならない。 

（非開示資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による業務を遂行するために委託者から貸

与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料

等を、この契約が終了し、又は解除された後直ちに委託者に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、当該

方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、委託者が当該非開示資料等の廃棄

を指示した場合、廃棄方法は焼却、シュレッダー等による裁断、復元

困難な消去等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法に

よらなければならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内

に情報を返還せず、又は廃棄しないときは、委託者は、受託者に代わ

って当該情報を回収し、又は廃棄することができる。この場合におい

て、受託者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることが

できず、委託者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならな

い。 

（報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、受託者に対

して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、報告を

求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状

況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査するこ

とができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託

者の負担とする。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用

を要した分については、委託者がこれを負担しなければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託

者がこの契約による業務のために収集した情報について、火災その他

の災害、盗難、漏えい、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被

害、不正な利用、不正アクセス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそ

れがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示

に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

（引渡し） 

第12条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」と

いう。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添

えて委託者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時を

もって契約の履行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができる。 

(1) この契約による業務を遂行するために受託者又は再受託者が取り

扱う非開示情報について、受託者又は再受託者の責に帰すべき理

由による漏えい、滅失、き損及び改ざんがあったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、この契約による業

務の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 委託者は、受託者が特記事項前条の規定による検査に不合格となっ

たときは、この契約を解除することができる。 

（著作権等の取扱い） 

第14条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについ

ては、約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによ

る。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第

26条の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（第二

次著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目

的物の引渡し時に委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４

号に該当しない場合においても、その使用のために、この契約によ

り作成される目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できる

ものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権

法第18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができ

ないものとする。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作

権は、受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者

は、委託者に対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の

目的物を使用するために必要な範囲で、著作権法に基づく利用を

無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段

の定めをした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特

許権その他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただ

し、委託者の責に帰すべき事由を起因として権利侵害となる場合は、

この限りではない。 
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